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都法 59 巻 1 号（2018 年 7 月） 289
個別信用購入あっせんにおける名義貸し
　　―最高裁判所第 3小法廷平成 29年 2月21日判決（平成 27年（受）
第 659号、立替金等請求本訴、不当利得返還請求反訴事件）最






社ジャックス）は 2008（平成 20）年改正 1）後の割賦販売法 2条 4項に規定す
































3）　一審の「被告 9」、控訴審の「被控訴人 9」。以下、Ｙ 1～ 34をまとめて「Ｙら」
という。





5）　19万 8000円～ 2件で 222万 9000円。
6）　43万円。
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求めたのが本件事案である。その争点は多岐にわたる 7）ものの、中心は、本件
売買契約のうち 2008年改正割賦販売法施行後に締結されたもの 8）について、
割賦販売法 35条の 3の 13第 1項 6号（以下「本件規定」という）所定の不
実の告知があったとして取り消しうるかということであり、加えて、Ｙらが、











　これに対し、Ｘが控訴した 14）。控訴審 15）は、Ｘの請求を全部認容した 16）。すな







































「（ⅰ）〔2008年〕改正法により新設された割賦販売法 35条の 3の 13第 1項 6
17）　Ｘに対する虚偽の回答。

















































































22）　裁判所の判断は分かれ、たとえば東京高判昭和 57年 6月 29日下民集 33巻 5～
8号 917頁などのように立替払契約が有効に成立しているとするものがある一方、
東京高判平成 12年 9月 28日判例時報 1735号 57頁などのように民法 93条ただし
書により立替払契約は無効とするもの、あるいは東京地判平成 2年 10月 25日判例
時報 1389号 75頁のように立替払契約の有効な成立を認めつつ信販会社の調査義務
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23）　2008年改正前の割賦販売法 30条の 4第 1項や、2008年改正後の割賦販売法 30
条の 4第 1項（包括信用購入あっせん）・35条の 3の 19第 1項（個別信用購入あっ
せん）に基づく。なお、これら規定が整備される以前の事案に関しては、最 3小判
平成 2年 2月 20日裁判集民事 159号 151頁・判例時報 1354号 76頁なども参照。
24）　福岡高判平成元年 12月 25日ＮＢＬ 489号 54頁や東京地判平成 5年 11月 26日
判例時報 1495号 104頁など、下級審裁判例では信義則などにより抗弁権の接続を






が異なる類似の事案があり（最 3 小判平成 29 年 2 月 21 日判例集未登載・平成 27
年（受）第 660 号。一審、旭川地判平成 26 年 3 月 28 日判例時報 2250 号 60 頁）、
一審・控訴審及び上告審のいずれにおいても本件と同一日にほぼ同一の合議体によ
る判決が出されている。
26）　金融商事判例 1513号 16頁、判例時報 2341号 97頁その他匿名コメントのほか、
中崎隆＝小堀靖弘・金融法務事情 2062号 4頁、千葉恵美子・金融法務事情 2066号
38 頁、平田元秀・消費者法ニュース 112 号 135 頁、城内明・現代消費者法 36 号
109頁、岡田愛・京女法学 12号 89頁（以上 2017年）、丸山絵美子・私法判例リマ
ークス 56号（2018）38頁。また、原判決に対する批評として、宮下修一・私法判
例リマークス 54号（2017）42頁。












































































































































































48）　東京地判平成 5年 11月 26日判例時報 1495号 104頁など。
49）　千葉・前出 40頁。
50）　千葉・前出 45頁も参照。
